
 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省では、毎年 11月に「過重労働解消キャンペーン」を展開していますが、この期間中、

各都道府県の労働局長が働き方改革に積極的に取り組む企業（ベストプラクティス企業）を訪問し

て、トップ（社長）と対談しながら、その企業の長時間労働削減に向けた工夫などをお伺いする

「職場訪問」の取組を行っています。 

今年の山口労働局長（村井完也）の訪問の取組は、11月 10日（火）、コロナ禍で注目されるテレ

ワークを導入しながら、社員の多様な働き方に積極的に取り組む株式会社宇部情報システムの代表

取締役社長辰己尚久氏からお伺いしました。 

 

今回の訪問の方法も、テレ

ワーク導入に活用される Web

会議システムを使って行うと

いう初の試みとしました。 

辰己社長との対談の中で、

テレワークの導入の経緯や効

果、今後の課題と方策、さら

に長時間労働削減に向けた取

組などについてお話をお伺い

することができましたので、

ご紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

～ベストプラクティス企業のご紹介～ 

テレワークの活用等による働き方改革を進める企業「株式会社宇部情報

システム」から、取組について山口労働局長がお伺いしました 

～山口労働局長が洋林建設株式会社を訪問しました～ 

訪問企業のご紹介 

株式会社宇部情報システム 
 

所 在 地 宇部市相生町 8-1宇部興産ビル 

設  立 1983年 9月 16 日 

従業員数 387 名 

 

製造業等のビジネスシーンにおいて、業務・管理面の問題解決の提案と、これを

実現するためのシステムの開発、さらに運営までを一貫したサービスの形で付加価

値の高いソリューションとして提供する企業です。 

「たゆまず情報技術を蓄え創造し、企業としての永続的成長を目指す」とともに、

「価値あるサービスを提供して情報社会の発展に貢献」し、「地域社会の活性化に努

める」ことを、経営理念とされています。 

辰己社長とモニター越しに対談する村井局長 



Web会議システム対談のスタート・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

今回の対談の方法ですが、まず、山口労働局と宇部情報システムのそれぞれの会議室に Webカメ

ラとマイクスピーカー、モニターを設置して、辰己社長と村井局長にカメラの前に座っていただき

ました。 

もちろん、村井局長は、辰己社長とはこ

の対談が初対面で、最初に、局長から対談

の目的などを説明させていただきました。 

特に、新型コロナウイルス感染症防止に

対する働き方としてもテレワークが注目さ

れており、長時間労働の削減だけでなく、

このテレワークの導入に向けて積極的に整

備されるなど、多様な働き方の実現に取り

組んでおられる様子をお聞かせ願いたいこ

とを、局長からお伝えして、対談が始まり

ました。 

 

テレワークについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

辰己社長のお話では、７つのオフィス拠点が社

内 WAM（Wide Area Network の略で、地理的に離れた

地点間を結ぶ通信ネットワーク）で接続されてお

り、在宅勤務者は、会社から支給した PCを用い

て社内ネットワークに VPN接続（Virtual Private 

Networkの略で、インターネット上に仮想の専用線を

設定し、特定の人のみ利用できる専用ネットワーク）

することによって、社内 Web会議、Web内線電

話、メール、チャットなどのコミュニケーショ

ンツールを使用することができるとのことで

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

村井局長とモニター越しに対談する辰己社長 

辰己社長 



さらに、今年度は、本社のレイアウトを大幅に改修することによって、Web会議が可能な会議室

を３か所から８か所に増強し、Web会議そのものの機会も増やすことができたと説明いただきまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、テレワークの導

入にあたっては、トライ

アル運用として、平成 30

年度に右記の 3ステップ

を進め、令和元年度から

本格運用とされたそうで

すが、新型コロナウイル

スの影響によって利用が

一気に加速したとのこと

です。 

ハード面では、在宅機器として

PC、ヘッドセット、Webカメラなど

全社員分を用意するとともに、自宅

用のディスプレイの購入支援も行

い、ソフト面では書類の電子化やコ

ミュニケーションツールを導入。さ

らに、社内ポータルを利用した最近

の社内ニュースや出来事の情報発信

や、自宅でできる簡単なストレッチ

も紹介するなど、息抜きや話題づく

りにも工夫されています。 

  



長時間労働削減の取組について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

続いて、村井局長から、長時間労働に対する取組の方針や時

間外労働の上限の設定時間、年次有給休暇の取得目標、さらに

達成状況についてお伺いしました。特に、「働き方改革推進プ

ロジェクト」メンバーを中心に、5月～7月を「働き方改革推

進強化月間」として社員への啓蒙活動が行われており、その具

体的な実施事項をお聞きしました。 

まず、辰己社長は、宇部情報システムでは、「働き方改革を進めるには、トップダウンとボトムア

ップの両面からの施策要望を検討することが必要である」とし、目指すは、「社員の働きがい・働き

やすさ・職場環境への社員の満足度向上」であるとお話しいただきました。 

今年度の全社目標を次のとおりとし、 

・総労働時間：対前年比３％減 

・時間外労働：対前年比１５％減 

・個人別年休（付与日数－５日）の取得 

上期において、このいずれにおいても 9割を超える達成率となっているとのことです。 

これらの目標達成に向けては、この全社目標を本部目標、部門目標へとブレイクダウンし、それぞ

れの部署の特色にあった目標を立てているとのことですが、「働き方改革推進強化月間」（5月～7

月）では、①「年休取得予定日を勤務表（半期毎）へ登録」したり、②「労基法の勉強会」も開催し

たほか、会議時間の削減や役割分担・業務手順の見直しなどの生産性向上のための取組、電子印の導

入、ＧＷ・年末年始以外での 5日以上の連続休暇の取得や週 2回のノー残業デーの設定などの③「部

門毎の目標の達成に向けた施策検討」を実施しておられます。 

さらに、「全社目標の達成に貢献した部門には奨励金を授与する」部門表彰の制度を設けるなど、

ボトムアップ活動が活発に行われるような仕組みも設けておられました。 

辰己社長がおっしゃられるには、『管理者自

ら帰宅時間を宣言し、さっと退社して見せるこ

とが、社員が帰宅しやすい雰囲気には重要』と

のことで、社内の「管理職帰ろう」キャンペー

ンとして役員を含む管理職全員に配られた宣言

ボードの活用は、他社でもすぐに取り組めるも

のと感じました。 

社員の方にも伺ってみました・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

Web会議システムを使った対談も終盤

に差し掛かったところで、社員の方と接

続して、メリットなどをお伺いしまし

た。 

村井局長からは、社員間のコミュニケ

ーションについて質問させていただき、

社員の方も会社の取組（工夫）を実感し

ておられることがよくわかりました。  

村井局長 

「管理者帰ろう」宣言ボード 

社員（柳さん）とも接続 



 

対談を終えるにあたって・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

テレワークに対する今後の方向性を辰己社長にお伺いしたところ、辰己社長におかれては、ウィ

ズコロナ対策はもちろん、家族の介護や看護などの社員の多様性に対応できる施策として活かすこ

ともお考えで、今後もトライ・アンド・エラーを繰り返しながら、社員にとって働きやすい環境を

整備していきたいとのことです。 

最後に、村井局長から、辰己社長、そして今回の Web会議システムの接続や説明資料などご準備

いただいた人事・総務部の方々に感謝申し上げるとともに、宇部情報システムの取組を広く他社に

紹介させていただくことによって多様な働き方の推進に向けた機運の醸成を図っていくことをお伝

えして、今回の対談を終えました。 

 

 

編集後記 

今回は、長時間労働の削減の取組のみならず、テレワークも活用した働き方をいち早く進めて

おられる株式会社宇部情報システムの取組をご紹介させていただきました。 

通信システムを使った対談は初めての試みでしたが、途中、通信が途絶えるハプニングもあり

ながらも無事に終え、モニター越しながら辰己社長と村井局長との雑談に花が咲いたときは、準

備スタッフも安堵したところです。 

ウィズコロナ・ポストコロナの「新しい働き方」としてテレワークが広がる中、雇用型テレワ

ークについては、適正な労務管理下における良質な普及促進を図る必要があります。厚生労働省

では、「情報通信技術を利用した事業場外勤務の適切な導入および実施のためのガイドライン」に

沿った企業の取組を促すとともに、テレワークを実施する中小企業への支援を充実することとし

ておりますので、下記なども参考にしていただき、各社で積極的な取組を進めていただけました

ら幸いです。 

 

 

● 情報通信技術を利用した事業場外勤務の適切な導入及び実施のためのガイドライン 

労働基準関係法令の適用など、テレワークにおける労務管理の

留意点を示しています。 

 

● テレワーク相談センター 

テレワークの導入や実施時における労務管理上の課題など様々な

ご相談に無料で対応します。 

 

● テレワーク総合ポータルサイト 

テレワークに関する様々な情報をご覧いただけます。  


